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（130）
し､るところから，ニシン漁場をもつ重要な暑の－つであったと，解される。
隣接の江差税務署も，当初は８人で発足しているし，明治39年３月改正の
網走税務署（現代の紋別，北見を含む｡）も，判任５，雇員３，計８人で
ある。寿都・網走・江差は同規模であったといえるが，雇員を除いても前
述の４署で「国税北海道70年のあゆみ」の職員数を上回る。なお，「税務
署70年のあゆみ」によれば，全国の税務職員は6704名（明治29年）であり，
平均13名程度の職員である。
（２）税務管理局は，全国の23カ所に設置された。沖縄県に那覇税務管理局
が設置されたほか，北海道にも函館・札幌・根室の３税務管理局が設置さ
（131）
たこと(よ前述した。のち，明治31年勅令第185号をもって，横浜税務管理
局（神奈川県・静岡県を管轄とする｡）・神戸税務管理局（兵庫県を管轄と
する｡）が増設され，これにあわせて，北海道においても十勝国が根室税
（132）
務管理局の管轄に変更された。２局の増設(よ，条約改正の発効をひかえ，
税務関係事務の急増に備えたものといわれる。
税務管理局は「大蔵大臣ノ管轄二属シ内国税二関スル事務ヲ掌」どり，
税務管理局長は「大蔵大臣ノ指揮監督ヲ承ケ税務二関スル法律命令ヲ執行
シ其管轄内ノ事務ヲ管理」するとともに，「所部ノ官吏ヲ監督シ税務属ノ
任免ヲ大蔵大臣二具状ス」ることができた。ここでは，自ら執行するとと
もに監督するという税務管理局長の二重性格が明らかになっている。局長
は司税官（全国で38人）の中から任命されたが，北海道は局長のみが司税
（133）
官であった。明治31年の官制改正しこより，局長は司税官とは別の官職に格
付けされた。最初の局長は府県の収税長が，原則として他県から横スベリ
（134）
で任命された（５局のみ力:同じ県の収税長であった)。北海道も同様であ
るが，局長が他の局長を兼務（函館税関長との兼務を含む｡）することが
（135）
次第に多くなり，納税者力､ら苦情を発せられるようになる。それだけ，北
海道内の税務管理局の基盤が弱かったといえよう。
局長の指揮を受けて税務の監督に従事することを職務とする司税官補が
明治31年まで存在した。その定員は108人であり，大規模な署（59署）の
地価問題と北海道の税務行政組織（１）（西野）１２５
（136）
署長にもあてられたが，北海道には適用力:なかった。（32年以降は司税官
が廃止されたので司税官が署長となる大規模署がいくつか存在したが，こ
のときも北海道は該当がない)。
設立当時の管理局は，直税・間税・徴収・庶務の４課制で，税務署には
（137）
徴収．直税・間税の３係力:置かれた。したがって，最低４人の職員が必要
なはずであるが，現員数からみて，北海道では，局署の兼任を含め兼任の
者が多かったにちがいない。
(3)税務管理局及び税務署の設置という画期的な機構改革に伴って，いろ
いろの調整がとられている。従来，府県収税部及び収税署に勤務していた
（138）
者に関し，特BlI任用令が設けられた。たとえば，収税属が満１年以上勤続
し，現職に在った者は，当分の間，税務属（月俸１２円以内）に任用するこ
とができたし，道府県の雇で税務管理局の雇となる者は，そのまま勤続者
とみなされた。これらの措置によって，税務行政に経験豊かな税務職員の
確保が図られた。
職員の俸給は，税務管理局官制と同時に公布された税務管理局職員俸給
令（明治29年勅令第338号）によって定められていた。局長を含む司税官
は，１級2500円ないし１０級800円であるが，収税長から局長に任命された
者は，収税長の官等相当以下の年俸が給される。税務属の場合，月俸10級
12円から１級60円までであり，特例として最低額６円が給される場合があ
った。当時，米価は石当り７円くらいであったとすると，毎月の俸給で
1.7石あたり購入できた計算となる。現代においては国税庁入庁と同時に
（139）
任官するので，半I任官最下位がどの程度の地位なのか単純に比較しえない。
(4)ここで，税務管理局の発足に伴う影響として，徴収制度に及ぼす影響
に言及せざるをえない。明治29年の税制改正によって，市町村に於て徴収
すべき国税は，地租のほか，所得税・売薬営業税・営業税に変更された
(勅令33号)。その直後に税務管理局官制が公布されたが，明治22年制定の
国税徴収法の施行上不備を感ずるものが少なからざるようになったため，
（140）
明治30年３月新に国税徴収法を制定したと，「明治財政史」は記してし､る。
126
｢明治財政史」は，従来府県の管理に属していた内国税に関する一切の事
務が大蔵省の直轄に帰することになり，国税徴収法により府県知事のなす
べき事務は総て税務管理局長が執行することになったとするが，新しい国
（141）
税徴収法（法律第21号）は，それにとどまっていなし､。国税の徴収は原則
として総ての他の公課及債権に先つものとされ，国税債権の優先性が確立
された。これにあわせて，国税滞納虚分法を廃止して滞納処分手続も新し
い国税徴収法に吸収した。そして，直接に人民の権利義務に重大な関係を
有するものを想定し，単純な手続に関するものは命令に委ねた。
また，非常の災害に罹り税金を納むることができないときは，被害当時
の未納税金及被害後６カ月内の納期に係る税金に限り納期後12カ月以内の
徴収猶予を与えることができるとともに，荒地免租年期を付与することに
なる場合にも，政府自ら進んで被害調査中徴収しないこととされた。この
改正は，北海道において活用された。さらに，北海道における国税の徴収
法は別に法律（明治23年法律４号）を設けていたが，本法は直ちに北海道
に施行することになった。しかし，市町村制が施行されていないことから，
市町村制実施の地方とは区別する必要があり，同年６月，大蔵省訓令第３９
（142）
号を以て，「市町村制未施行地ノ国税徴収事務取扱方」が訂||令されている。
そのなかで，北海道水産税の水産物営業人組合は市町村に準ずるものとな
り（法33条)，北海道水産税は水産物営業人組合に於て徴収して金庫に送
付され（規則46条)，納期内に完納せざる者があれば水産物営業人組合は
税務署収税官吏に報告することになった（規則47条)。この国税徴収法下
では，地租・所得税・営業税・自家用酒税・売薬営業税が市町村に徴収委
託されているが，北海道の大半では戸長役場がその役目を荷っているのと
比べると，水産物営業人組合は，より重い地位にあり，ある面ではもう一
組の税務署があるとも言うことができ，それゆえ北海道の税務署が小規模
であったと説明することができる。
徴税基幹の最重要部門である収入官吏については，それまで，北海道庁
財務部長が主任収入官吏であり，郡区役所にも分任収入官吏が，税務管理
地価問題と北海道の税務行政組織（１）（西野）１２７
局には主任収入官吏が置かれ，税務署に分任収入官吏が置かれることにな
った。ただし，分任収入官吏は，なるべく主任収入官吏の次席以下の税務
（143）
属をもってこれに充つるものとされている。これ(よ，税務管理局の収入事
務は税務管理局長に於て、税務署の収入事務は税務署長に於て取扱うとさ
れているためである。
（144）
次に，金庫は，金庫規貝リ（明治22年勅令126号）で設けられたもので，
東京に中央金庫があり，地方に本金庫・支金庫があった。そして，日本銀
行の支店長・出張所長・代理店長が，金庫出納役の代理人としての事務を
分担した。北海道には，当初，札幌・函館・根室には金庫があったが，２９
（145）
年に根室が廃止され，３２年10月に'よ函館も廃止され，札幌一カ所となった。
これだけ，徴収面で整備が図られたのは，徴収事務が税務行政の最終段
階にあって重要な任務を有しており，徴収事務が円滑に行われていること
は税務行政が円滑に行われていることの証であるからである。そのため，
（146）
数多くの内訂||が出され，国税徴収法執行の趣旨の徹底が図られている。そ
れらをふまえ，明治31年８月15日，大蔵大臣は，税務官吏に対し徴税事務
処理に関する訓令を与え，税法の提要を完全ならしめんことを期した旨，
（147）
｢明治財政史」にも録されている。前文がつき１６条よりなってし､る。税法
の施行当を得ると否とは直接に人民の休戚と財源の消長至大の関係がある
ことから，税務職員は任務の重大なことを腹腐し「事ヲ執ルー簡便敏活ヲ
主トシ人民二接スルニハ懇篤正廉ヲ旨トシー万二於テハ順良ナル納税者ノ
便ヲ図リ其業務取引ノ障碍トナラサルコトヲ勉メ他方二於テハ不正者ノ取
締ヲ怠ラスシテ脱税ノ餘地ナカラシメ判別寛厳其宣キー適シ人民ヲシテ目
ラ納税義務ヲ尊重シ不用ノ煩勢ヲ免レシメ国家ノ財源ヲ酒養スルコトニ深
ク注意スルコトヲ要ス」と訓示している。現代においても基本はかわらな
いと思われる。その後で，新条約の実施をひかえ徴税事務も刷新を要する
ものがあるとしていることは，条約改正を想定しているもので時代を表わ
しているが，「徴税官タルモノ自今一層事局二應スルノ智識ヲ養上法令ノ
規定スル虚二遵上内外人二對シ等シク帝国税法ノ完全ナル實行ヲ期スルコ
128
トヲ勉ムヘシ」と結ぶところは，現代でも通用するところである。
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(120）「公文雑纂」第20編巻６（国立公文書館蔵）大甲73及74。
(121）「法令全書」明治29年3-94～97頁。107頁。
(122）「公文雑纂」明治29年巻６（国立公文書館蔵)。
(123）「法令全書」明治29年４，４５０頁。
(124）松方家文書，第55号冊，２１文書（大蔵省財政史室蔵）
(125）公文類聚第20編巻６，（国立公文書館蔵）大甲167。
(126）明治19年３月，東京など15カ所に逓信管理局が置かれ（｢地方逓信署官制｣)，
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同22年７月，東京など１２カ所に郵便電信局が置かれたのみである（｢郵便及電信
局官制｣)。
そのほか，明治41年に北海道ほか５カ所に鉄道管理局ができ，大正２年に鉱務
署が鉱山監督局に改称され，大正13年には大林区署が営林局に改称された。した
がって，税務管理局が，地方支分部局を「局」と称する大きなきっかけとなった
ことは，まちがいがない。
(127）「法令全書」明治29年4-640～642頁。以下，660頁まで関連する勅令が続く。
(128）「法令全書」明治29年4-646頁。
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(130）「税務署70年のあゆゑ」１３頁。
(131）「全書」明治31年２，２３１頁～236頁。
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(133）明治31年１０月勅令第272号（｢全書」明治31年３，３８２～383頁)。税務管理局
官制第４条に局長が別個に明記されるとともに，税務属の定員が削減された。
この改正を対照すると，次のとおりである。
（注）局長は，明治31年勅令第185号により増員されている。
(134）「大村Ｉ」１６頁及18頁。
(135）池袋秀太郎局長が３税務管理局長を兼務したのは，明治34年９月から34年１１
月までの期間であったが，３４年11月以降も札幌局長が根室局長を兼務した。これ
をとりあげ，北海タイムス明治34年９月24日号は，「税務局の統合が東京におい
ても言うようになっている。たまたま札幌局長が根室・函館局長を事務の都合上
兼務しているかの故にみれる。来年４月以降においていかに変更するかは，いま
だみられず｡」としている。さらに，明治34年７月１３日の新聞には，札幌税務管
理局の新築のうわさが報じられており，地元は，二つの記事を結びつけて考えて
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勅令337号
司税官31人
(局長23.局付の司税官8）
(奏任）
司税官補
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(奏任）
税務属(定員）
5200人
(判任）
合計
5339人
明治31年
勅令272号
局長２５人
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司税官100人税務属4000人
(奏任）（判任）
4125人
地価問題と北海道の税務行政組織（１）（西野）１３１
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当時の米価は，「税務署70年のあゆみ」１３頁により試算した。
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(141）「明治財政史」第６編，131～137頁。「全書」明治30年2-35～40頁。
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